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○井熊主査 それでは、ただいまから第５３２回入札監理小委員会を開催いたします。 

 本日は、国土交通省の電子海図システム管理装置ほか一式借入保守の実施要項（案）、国

立研究開発法人科学技術振興機構のＪＳＴセキュリティ監視運用業務の事業評価（案）、金

融庁のネットワークシステムの運用管理業務の事業評価（案）、国立研究開発法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構の情報基盤サービス業務の事業評価（案）、警察庁の広域交通

管制システムの更新整備及び維持管理業務の事業評価（案）の審議を行います。 

 初めに、国土交通省の電子海図システム管理装置ほか一式借入保守の実施要項（案）に

ついての審議を始めたいと思います。最初に実施要項（案）につきまして海上保安庁海洋

情報部航海情報課海図審査室、梶村室長よりご説明をお願いしたいと思います。なお、説

明は１５分程度でお願いいたします。よろしくお願いします。 

○梶村室長 海上保安庁海洋情報部航海情報課の梶村でございます。では、説明をさせて

いただきます。 

 まず、電子海図システムでございますが、これは航海安全の確保のために国際基準に基

づいて電子海図、それから灯台表といったものを刊行するものでございます。刊行物を作

製・維持、それから管理を行うために電子海図システムを導入しております。航海情報課

の職員約５０名が勤務時間内で使用することを想定しておりまして、朝の８時半から２０

時まで稼働しているものでございます。この電子海図システムは導入時期が異なる装置が

接続されておりまして、お互いに連携して機能を提供しているものでございます。 

 この電子海図システムですが、総合評価方式によりまして５年ごとに更新を行っており

ます。受託している事業者が平成２１年度からＮＥＣネクサソリューションズになります。

単年度当たりの経費が約３,０００万円です。第１期の市場化テストでは、総合評価方式に

よりまして平成２６年７月から平成３１年３月の間について実施しております。応札業者

が１者で、入札不参加者に対してヒアリングを行ったところ、仕様を確認して参加が困難

と判断したという回答を得ております。 

 第２期の市場化テスト、これは来年度からの話になりますが、市場化テストとして契約

方式を最低価格落札方式に変更し、電子海図システム管理装置ほか一式とソフトウエア借

入の２つに分けて調達を行う予定としております。電子海図システムの一式借入保守です

が、第１期の市場化テストでは競争性の確保の観点から既存の１者しか事業をできない状

況にありまして、多くの事業者が当該事業に参加できるよう電子海図システムの入札対象

を改善する余地があるとして、引き続き市場化テストを継続することが適当であるという
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評価を受けております。今後の方針といたしまして、異なる年度で整備した機器の借入保

守期間を延長いたしまして、平成２８年度整備分の最新更新時期にあわせて一括更新を行

いたいと考えております。そのことから平成３１年度は機器の更新を行わない予定として

おります。 

 本システムで使用している海図等を作成するソフトウエアのライセンスが含まれており

ますので、この調達につきまして２つに分けております。装置の借入保守経費のうちソフ

トウエアのライセンス料が多くを占めておりますので、このソフトウエアのライセンスに

つきまして、毎年調達するよりは一括３２カ月分を調達したほうがコスト削減になるとい

うところから、電子海図システムの装置の調達と分けて行うことにしております。 

 実施要項の仕様につきましては大きく変わるところはありません。１期の実施要項・仕

様書のサーバーの部分とソフトウエアの部分に分けまして、消費税の変更、請負業務の引

き継ぎなどの項目を追加した修正となっております。 

 今後の市場化テストにつきましてですが、次回の更新を平成３４年２月にしております

ので、それまでは機器の更新を行わない、現行の受託事業者との契約となると想定してお

ります。そのため一括更新を行う平成３４年２月までの間は、競争性は確保できない、期

待できないところから一旦市場化テストを休止することにしたいと考えております。一括

更新し競争性を確保できる環境が整う平成３４年３月に向けて市場化テストを行うことに

したいと考えております。以上で説明を終わります。 

○井熊主査 ありがとうございます。ただいまのご説明に関しましてご質問・ご意見のあ

る委員がいらっしゃいましたらご発言いただきます。いかがでしょうか。 

○関野副主査 今、ハードとソフトを分けますというご説明で、ハードのほうは第２期と

してはいつからいつまで。 

○梶村室長 第２期としては現在の借り入れが来年度の６月までになっておりまして、来

年度の７月から３月までが第２期の１カ年目になります。第２期の２カ年目、３カ年目と

いう形で年度ごとに機械は借り入れを行うと考えております。 

○関野副主査 現実に考えて、ハードのものは３カ月を使って、それからまたあと１年１

年となるわけですね。全く別のメーカーのものになるというか、ハードとしてはそういう

ことを想定されているわけですか。 

○手登根係長 すみません、今のご質問なんですけれども、４月から６月を分けている理

由は、当初１期目の更新の際に借入予定期間を５年としておりました。そのため４月から
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６月までの間は現行の体制の借料のままで保守ができる。ですけれども、７月からはライ

センスが切れることになりますので、またライセンスを購入しないといけないことになる。

そのため４月から６月、７月から３月までと分けている次第です。 

○関野副主査 ７月以降またライセンスを買って機器を借りますよね。また９カ月たった

ら変えるわけですよね。 

○手登根係長 現行のシステムをそのまま、ハードはそのまま使用して契約期間を延長し

ていくと考えております。 

○関野副主査 すみません、わかりました。契約の期間を変えていくだけであって物自体

は変えるつもりはないということですね。 

○手登根係長 全くありません。 

○関野副主査 わかりました。それでソフトウエア自体はライセンス料がかかるので長く

したと。 

○手登根係長 そのとおりです。１年で借り入れると単価が高くなってしまうので、３年

にわたるとその分リース料が減る。例えば１年で１万円だとした場合に３年だと３万円か

というと、そうではなくてやはり割引があります。ただリース料率がかかるので少し高く

なりますが、単年度ごとに契約するよりは安くなると考えていますので、そのようにしま

した。 

○関野副主査 それはＮＥＣネクサさんがそのように言っているという話でよろしいんで

すか。 

○手登根係長 この海図に必要なソフトウエアなんですけれども、特殊なソフトウエアで、

今ハードを借り入れているのはＮＥＣネクサソリューションズで、ライセンス料も含めて

借り上げています。ただソフトウエアの製造メーカーはまた別にあって、日本総合システ

ム株式会社というところがあります。ですからそちらから見積もりをとって確認をしてい

ました。 

○関野副主査 ということは、第２期のところでのソフトウエアはほかの業者さんが参入

できることはあまり考えられないんですか。 

○手登根係長 考えられるのは現行のシステムを保守、請け負っている業者、ＮＥＣネク

サソリューションズと、先ほど申し上げました製造メーカーである日本総合システム株式

会社が入ってくれるのではないかと期待はしております。 

○関野副主査 第１期には７者応札があったわけですね。今回はどうしても２者しか想定
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されないという話になってしまうんですか。 

○手登根係長 ソフトウエアの面に関してはそうなってしまいます。同じように借り入れ

を行ってくれる業者がもう少し参入していただければもう少し業者が増えるのかなという

気はします。現状で期待しているのはこの２者。ＮＥＣネクサソリューションズのように

そういった借り入れの調達に乗ってくれるような会社があればさらに増えていくかなと思

っています。 

○関野副主査 なるほど。 

○井熊主査 よろしいですか。ほかにいかがですか。 

○大山専門委員 ソフトウエア自体はかなり特殊だと理解していいですか。借り入れの話

は除くと、特殊でほかには競争性はないと。入ってくるものはどっちにしても同じものだ

と考えていいですか。 

○手登根係長 今梶村から説明があったように複数年度で整備している端末があります。

今入っているそのほかのものは今後想定しているものです。それが相互に働かないと電子

海図が作製できませんので、現行入れているソフトウエアがそのまま入ると理解していた

だいて結構です。 

○大山専門委員 そうすると、残念ながら通常のビジネスのベースで考える競争性を上げ

るというのはかなり難しくて、何らかとセットになったときに安くなるかどうかを期待し

て今回こういうやり方をするということですよね。別の言い方をするともとの会社に、ラ

イセンスというか物をつくっているところ、ソフトウエアをつくっているところに直接交

渉する、そしてほかのところも交渉するというのが普通はあるわけですけれども、そのと

きに競争入札をするということは、いろいろな理由があってなさるんだと思いますけれど

も、もちろんやることは全然問題はないんですが、一般的には直接交渉するほうが安くな

る可能性はなきにしもあらずですよね。でもそれはせずに、あえてこういうやり方をなさ

るという何らかの理由がそちらにはあるんですね。 

○手登根係長 ソフトウエアに関してということで。 

○大山専門委員 ええ、ソフトウエアです。要は持っているところが１者しかなくて、そ

れを買うのにほかと競争させても、普通だったら間に入ると上がりますよね。でもそれが

何らかの理由で下がる可能性があるのは、直接交渉を自分たちがやることをせずにそうい

う会社を入れるということは、何らかの期待があるからやられるということですよねとい

う確認です。 
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○手登根係長 そのとおりです。 

○大山専門委員 はい。 

○井熊主査 ほかはいかがですか。これはソフトウエアは１者しかないと。そのソフトウ

エアを入れた場合にハードウエアはいろんなメーカーの互換性があるんですか。 

○手登根係長 ハードウエアは通常使われるデスクトップのパソコンになります。ですの

で、先ほども話がありましたけれども、ソフトウエアが特殊過ぎてリース料のある程度の

割合を占めているという現状なので。ハードについては通常のものです。 

○大山専門委員 すみません、もう１つ。そのソフトウエアというのは既製品だったんで

すか。それとももともとこういうものが欲しいといって発注してつくって、それが積み上

がってきて今の商品になっているという考え方のほうがいいんですか。どっちなんですか。 

○手登根係長 我々が電子海図を作製し始めたのが平成６年ごろからです。当初は何もな

い状態からなので、システム開発といいますか、ソフトウエアの開発といったものを経て

今の状態になっています。また国際基準がどんどん変わっていきますので、それに合わせ

た形で変わっていく。電子海図を作製する機関が我々海上保安庁しかないので、海図好き

で、自分でつくりたいという方が何百万もかけて購入するかどうかわかりませんが、既製

品で売っているものではあります。 

○大山専門委員 それはソフトウエアの権利を買ってしまうという考え方はなかったんで

すか。発注していっている間に権利は、著作権は相手が持っているから今の状況が起こっ

ているんですよね。著作権を海上保安庁がとったら絶対的に値段が安くなるかというのは

わからないですけれども、普通だと権利は、自分たちしか使う人がいなければ発注側が確

保するのは一般的な考えだと思うんですけれども、そこについては検討はなされてはいな

いんでしょうか。 

○手登根係長 大分過去からの経緯もあるというところで、今ここで即答することができ

ない状態です。すみません。 

○井熊主査 構造的に言うと、ソフトウエアというのはメーカーから買うか、同じメーカ

ーのものを商社を通して買うかみたいな話で競争が成り立つかどうかということを言って

いるわけですよね。そういう意味ではなかなか、一般の商慣行だとそれで競争が成り立つ

ケースは少ないかなと思うんですけれども、そうするとこの入札の本命というのはハード

ウエアで競争が成り立つかどうかということになりますよね。 

○手登根係長 ハードウエアにつきましては更新は行わない予定でいますので、今受託者
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であるＮＥＣネクサソリューションズのみになるかと思っていまして、今ある機械をほか

の会社が買ってそれを我々に貸すかと言われると、それはない。 

○井熊主査 でも先ほど、今度の調達対象はパソコンみたいな一般的なものだという話で。 

○手登根係長 今現状で使っているものがデスクトップのパソコンです。これは私の考え

なんですけれども、５年間借り切っているところがありますので減価償却してしまう。そ

うすると借り入れの部分の経費が下がる。それに対してほかの業者が借入保守、新規のも

のを入れて参加したとしても、おそらく落札業者は現行の受託事業者であるのではないか

と考えます。 

○井熊主査 入札することの意義はどの辺にあるんですか。 

○手登根係長 今回初めて行うというところがありますので、一般競争入札を行って、や

っぱり今の受託事業者しか入らないというのを一度確認したいという趣旨から一般競争を

選択しております。 

○井熊主査 でも、だとしたら第２期を２つに分けるのはいいにしても、装置のほうをぶ

つ切りにする必要はないのではないか。３回に分けるというのは。 

○手登根係長 それも考えたんですが、５年たった機械で今後故障しないとも限らない。

またサポートが切れてしまうというところからすると、ひょっとすると２年目、３年目に

台数を減らす可能性がある。それにかわるものを我々で調達する可能性もあるというとこ

ろから単年度ごとにしたというところです。 

○井熊主査 だから、装置ほか一式のほうは今までの流れで、今回については現行業者が

勝つ可能性が高いけれども、少し年数もたっているので、来年になったら少し変わるかも

しれない、再来年になったら少し変わるかもしれないという期待値を含めて３つに分けて

いるということですか。 

○手登根係長 ３回とも年度ごとに一般競争入札に付すんですが、入ってくる業者は現行

の受託事業者である可能性が高いと想定されるんですけれども、先ほどちょっとお話しし

た、機械が物理的に故障してしまうと台数を減らすか、もしくは我々が新規で買ったもの

で代用する方向になりますので、今の時点で３カ年としてしまうと業者側は故障してしま

ったものに対して何も担保ができない状況に陥りますので、そうなったときの対応として

年度ごとにしたほうがいいのかなと思いました。 

○井熊主査 今までのご説明等に関しましていかがですか。ご質問・ご意見がある先生。 

○関野副主査 １つハードの話で、単なるパソコンだと思うんですけれども、普通だった
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ら年度ごとに全部かえるのではなくて、危険だから５０台ずつとか徐々にかえていくんじ

ゃないですか。 

○手登根係長 この電子海図システム、この概要のポンチ絵を見ていただければわかるか

と思うんですけれども、この破線で囲っている部分が平成２６年に整備したものになりま

す。そのそばにまだ幾つかあると思うんですけれども、平成２７年、平成２８年と整備し

ております。ただ、それを同じように３年ごとに更新したとしても、今入っている保守業

者と別の業者が違う年度のものを整備して、どちらの機械が悪くて故障したのかというと

ころになると、今入っている業者のほうがやはり強くてほかの業者が参入しづらい。そう

すると今後ずっとＮＥＣネクサソリューションズが入ってくることになると考えまして、

そうなればシステム全体を一括で更新するとほかの業者が手を挙げやすいのではないかと

考えたというところで、最終更新年度をあわせたいということで借り入れの期間を延長し

ていくことを考えています。 

○井熊主査 いかがですか。その意味で今回の入札はやはり現行業者が非常に強いであろ

うということを前提として、もしかしたらチャレンジャーが出てくるかもしれないことを

期待してやるものである、あくまでもそういう位置づけのものであるということですよね。 

○手登根係長 はい。 

○井熊主査 そうすると、もともとの調達の構造が、競争が成り立ちにくいものであった

ということになりますよね。そうすると、今回のものはある意味それを起点としてしまっ

ているのだから、いたし方ないと言えばいたし方ないとのかなと思うんですけれども、次

にシステムを更改するときはこういう事態を防ぐためにどういうことをしたらいいと思い

ますか。 

○手登根係長 先ほど、電子海図を作製するためのソフトウエアが特殊だという話はある

んですけれども、それは我々が今使っているソフトウエアが日本の会社のものである。た

だ、電子海図は国際的につくられているものなので、外国製のソフトウエアもあります。

それがすぐに切りかえられるかはわからないんですけれども、その一括更新までに我々の

体制を見直して、そういった海外のソフトウエアも参入できるように今後図っていきたい

と考えております。 

○井熊主査 はい。ありがとうございます。皆さんいかがですか。よろしいですか。 

○関野副主査 しようがないね。 

○井熊主査 非常に異質な入札なのかなと思うんですけれども、もともとのシステム、国
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内のソフトウエアにこだわったとか、一括して発注したというスタート時点から現在に至

っている。だから一縷の可能性を期待して入札をやってみるという前提であれば、今ここ

で現状の問題を抜本的に解決する方法があるようにも思えないので、今回は現状の実施要

項（案）でやってみると。次の更改に向けて、最後にご説明いただいたような形で、広く

ソフトを調達するということで競争が成立するような方策を検討していただくことを前提

に、今回はこれで進めるという理解なのかなと思うんですけれども、先生方はいかがでし

ょうか。 

○関野副主査 方法がないんじゃないかと思います。 

○梅木副主査 そうですね。 

○井熊主査 では、そういうことで、この実施要項につきましては、今回はこれで対応し

ていただくということで小委員会での審議は終了したものといたしまして、今後の実施要

項の扱いや監理委員会への報告資料の作成については私に一任いただきたいと思いますが、

先生方よろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

○井熊主査 ありがとうございます。では、今後実施要項（案）の内容につきまして何か

疑義が生じた場合には、事務局から委員にお知らせし、適宜意見を交換させていただきま

すのでよろしくお願いいたします。 

 なお、先生方におかれましてはさらなる質問や確認したい事項がございましたら事務局

にお寄せくださいますようお願いします。事務局から何かございますか。 

○事務局 特にございません。 

○井熊主査 それでは以上で本案件の審議を終了したいと思います。どうもありがとうご

ざいました。 

（国土交通省退室、（国研）科学技術振興機構入室） 

○井熊主査 では続きまして、国立研究開発法人科学技術振興機構のＪＳＴセキュリティ

監視運用業務の事業評価（案）について審議を始めたいと思います。最初に事業の実施状

況につきまして同機構業務・システム部、頼母木部長よりご説明をお願いしたいと思いま

す。なお説明は１０分程度でお願いいたします。 

○頼母木部長 ＪＳＴの頼母木でございます。よろしくお願いいたします。民間競争入札

実施事業でございます。ＪＳＴセキュリティ監視運用業務の状況についてご報告いたしま

す。 



 -9- 

 Ｉの事業の概要でございますけれども、ＪＳＴのセキュリティ監視運用業務について競

争の導入による公共サービスの改革に関する法律に基づきまして、平成２９年度から公共

サービス改革基本方針に従って民間競争入札をさせていただいております。 

 委託業務内容は、当機構の総合的なセキュリティ対策のためということで、インターネ

ットに接続しているセキュリティの監視、インシデントの対応、及びそれらのネットワー

ク機器・セキュリティ機器の稼働監視と運用を行うものです。対象の機器につきましては、

資料Ｂ－２のポンチ絵に書いてある、役職員が業務で使っているＰＣやサーバーがインタ

ーネットに通信するのに必要なネットワーク機器・サービス機器が対象になっています。 

 ２で業務の委託期間は、平成２９年１０月１日から平成３２年３月３１日までの２年６

カ月です。 

 ３の受託事業者は富士通株式会社です。 

 ４の報告実施状況の評価期間は平成２９年１０月から平成３０年の１１月までの１３カ

月間です。 

受託事業者の決定までの経緯ですが、入札参加者は１者でしたが、事前の入札説明会には

７者参加がありました。 

 Ⅱの達成すべき質の達成状況及び評価は、設けた１０項目全て達成しております。 

 Ⅲの実施経費の状況及び評価は、前回と比較したところ、単月度換算で約３万６,０００

円増加になりコスト面については効果がありませんでした。 

 Ⅳの民間事業者からの提案による改善実施状況等については３点記載しました。１は監

視対象機器の変更に伴いますログ受信対応やログ形式の変更をしました。２はブラックリ

スト登録がシステム上限近くまで達しており、それについての対策をいたしました。３は

報告書の様式を改善することによって見直しを図りました。 

 Ⅴの全体的な評価でございますけれども、Ⅳの繰り返すとなりますが、民間事業者の提

案を受けブラックリストの登録が改善されたこと、またＪＳＴが理解しやすいような報告

書になったことが効果としてありますが、コスト面に関しては残念ながら効果はありませ

んでした。 

 Ⅵの今後の事業については、３点書きましたが、サービスの質を落とすことなくコスト

の削減、そして応札業者数を増やすことを目指したいと思います。 

 また、次期の事業の実施要項では、機器の監視対象業務の部分を除外することで応札業

者数を増やしたいと考えています。以上です。 
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○井熊主査 続きまして、同事業の評価につきまして総務省より説明をお願いします。な

お説明は５分程度でお願いいたします。 

○事務局 資料Ｂ－１、ＪＳＴセキュリティ監視運用業務の評価について（案）、こちらの

資料に沿ってご説明いたします。事業の概要等につきましては機構から説明がございまし

たので割愛いたします。 

 評価の概要ですが、市場化テストを継続することが適当であると考えております。競争

性の確保と経費削減という点において課題が認められ、総合的に勘案した結果、改善が必

要であると考えております。 

 １枚おめくりください。対象公共サービスの実施内容に関する評価ですが、確保される

べき質の達成状況につきましては、確保されるべき水準を書いてございますけれども、こ

れら全てにおいて適切に履行されておりました。次に実施経費ですが、従前経費と比較し

て０.３７％、６カ月分として計算した場合２１万８,０００円増加してございます。 

 次のページをお願いいたします。評価のまとめですが、経費削減効果については認めら

れませんでしたが、民間事業者のノウハウと創意工夫の発揮が業務の質の向上、事業目的

や政策目標の達成に貢献したものとは評価できます。業務の実施に当たり確保されるべき

達成目標として設定された質については、全ての項目で目標が達成されており、評価する

ことができます。今後の方針ですが、競争性の確保及び経費削減という点において課題が

認められ、本事業において良好な実施結果を得られたと評価することは困難であると考え

ております。引き続き民間競争入札を実施することにより、民間事業者の創意工夫を活用

した公共サービスの質の維持向上及び経費削減を図っていく必要があるものと考えており

ます。以上です。 

○井熊主査 ありがとうございます。それでは、ただいまのご説明に関しましてご意見・

ご質問のある委員の方はご発言ください。 

○宮崎専門委員 ご説明ありがとうございました。確認なんですが、競争性を高めるため

に機器の監視業務を次期実施要項から除外すると書かれているんですが、これを除外して

もセキュリティ監視業務という目的からはあまり問題がないというご認識でよろしいかど

うか確認したかったんですが。 

○植松調査役 そのとおりでして、機器の監視につきましては、当初は新しい機器でどう

いった監視が必要かというノウハウがなかったところもありまして現行契約の要件に入れ

ておりますが、そこの中でどういった項目で監視できるのか、それをどう自動化できるの
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かといったところをこれまでの期間の中である程度見出せましたので、内製になるのか、

格安の外注ができるかといったところは今後検討が必要ですけれども、次期の要件の中に

は入れなくても済むようになるのではないかという認識で要件からは外す検討をしている

ところです。 

○宮崎専門委員 もう１点確認なんですが、この入札の募集実施要項は１回意見公募をか

けられていたはずだと思うんですが、参加された事業者、実際には参加しなかった理由が

「自社のサービス対象外の業務が入っていたため」とあったんですが、意見公募段階では

これを外してくれとかなかったんですか。 

○植松調査役 結果的に、終わった後にヒアリングをしたらそういうお話だったんですけ

れども、意見招請のときにもまだきっぱりと、「この機器が対象外なのでできません」とい

ったコメントはもらえていなくて、議論をした結果、提案書の提出の時点でやはり対象外

としましょうということになって辞退されたというお話を聞いております。 

○宮崎専門委員 わかりました。どうもありがとうございます。 

○井熊主査 ほかにいかがでしょうか。 

○大山専門委員 資料Ｂ－１なので評価を書いているところですけれども、この中に関し

て質問したいんですが、２ページの２の検討で（２）、対象公共サービスがあって、その後

に確保されるべき質の達成状況で、真ん中辺にその内容のところを見ると、例えば「セキ

ュリティインシデント通知時間が３０分以内」と。その次に「サンドボックスが」と書い

てあるんですけれども、「評価が左記時間を超えた回数はゼロ回であり」と書いてある。こ

れは事実で結構なんですけれども、聞きたいことは、インシデントはどれくらいありまし

たかということなんです。どういうものがあった上でちゃんと達成したかどうかわかるほ

うがいいかなと思ったものですから、そこだけ確認したいんですが。 

○頼母木部長 申しわけございません。インシデント自体はゼロです。ありませんでした。

ですが、インシデントかもしれないということで、駆けつけ調査を２回しました。 

○大山専門委員 何で聞いているかというと、左記の時間を超えた回数はゼロ回だから、

ゼロ回の意味が、起こっていないとすればゼロは当たり前になってしまうのでそこのとこ

ろだけ確認したかったんですけれども。わかりました。ありがとうございました。 

○井熊主査 ほかにいかがですか。 

○関野副主査 テストの結果まずかったというか、達成できなかったものが経費の問題で

ございますけれども、何で若干高くなってしまったかというのは原因は理解されているん
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でしょうか。 

○頼母木部長 詳細まではつかめていませんが、やはり１者応札が一番の問題だったと考

えており、次回以降に関しましては複数応札とすることでコストダウンを考えたいと思っ

ております。 

○関野副主査 ありがとうございました。 

○井熊主査 ほかにいかがですか。これは機構さんも継続を前提にお考えなのかなと思う

んですけれども、機器の監視業務を除外したいということを一番最後に書かれていて、ヒ

アリングのところを見ると、「対応しない監視対象機器がある」と書いてあるんですよね。

微妙に言っていることが違うのかなと思うんですけれども、機構さんはこの業務を外すと

書いてあって、このヒアリングの傾向を見ると監視対象とはできない機器があると読める

んですけれども、これは同じことなんですか。 

○植松調査役 ヒアリングのときは現行の契約の中でございますので、現行の契約の中で

は機器の監視が含まれております。この後我々もおそらく市場化テスト継続であろうとい

うことを踏まえまして、次期の実施要項に関して議論しているところですけれども、機器

の種類によって応札ができないことがあるとすればというのと、あとは監視業務がある程

度定型化されてきて、もしかしたら内製でもできるかもしれないという観点から、次期の

調達においては業者さんによって手を挙げにくいような機器の監視の部分は除外できない

か、そういうことで競争性の確保ができないかという検討をしているという趣旨でござい

ます。 

○井熊主査 両方あわせて検討しているということですね。 

○植松調査役 はい。 

○井熊主査 ほかはいかがですか。それでは大体意見も出たようでございますので、本事

業の評価（案）の審議はこれまでとさせていただきますが、事務局から何か確認すべき事

項はございますか。 

○事務局 特にございません。 

○井熊主査 それでは本日の審議を踏まえまして、本件につきましては市場化テストを継

続することとして監理委員会に報告を申し上げたいと思います。本日はどうもありがとう

ございました。 

○頼母木部長 ありがとうございました。 

○植松調査役 ありがとうございました。 
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（（国研）科学技術振興機構退室、金融庁入室） 

○井熊主査 それでは続きまして、金融庁のネットワークシステムの運用管理業務につい

ての事業評価（案）についての審議を始めたいと思います。最初に事業の実施状況につき

まして、金融庁総合政策局秘書課情報化統括室の窪田課長補佐よりご説明をお願いしたい

と思います。なお説明は１０分程度でお願いいたします。 

○窪田課長補佐 本日はご説明のお時間をいただきありがとうございます。金融庁総合政

策局秘書課情報化統括室の窪田と申します。どうぞよろしくお願いいたします。それでは

金融庁ネットワークシステムの運用管理業務の実施状況について、資料３に沿って説明さ

せていただきます。 

 １の事業概要ですけれども、本事業は競争の導入による公共サービスの改革に関する法

律に基づき平成２５年１２月と平成２９年１１月に民間競争入札を実施しておりまして、

実施状況の報告は今回が２回目になります。（１）の委託業務の内容につきまして、金融庁

ＬＡＮの主な機能といたしましては、電子メール、インターネット閲覧、ポータルサイト、

共有フォルダーによる情報共有やプリンター等による出力機能などを提供している金融庁

情報システムの基幹システムでございまして、金融庁の各業務システムが接続されており

ます。このため、金融庁ＬＡＮの運用管理業務を行う者は、金融庁ＬＡＮの運用管理業務

のほか、個別システムの運用管理業務を行う者と相互に連携をとりながら共通運用管理業

務も行っております。 

 参考としまして簡単な表を載せておりますけれども、例えば、上の段の左に電子申請・

届け出システムを記載しておりますけれども、このシステムに対する職員の問い合わせに

ついても、金融庁ＬＡＮの共通運用管理業務としてヘルプデスク業務や障害時の１次切り

分け等を行っております。金融庁ＬＡＮの個別の運用管理業務としましては、パソコンや

サーバーなどのハードウエアの管理、ソフトウエアの管理、セキュリティの監視、障害対

応や利用者からの照会対応、サポートコンテンツの作成といった業務を行っております。 

 （２）に移りまして契約期間ですけれども、平成２９年１２月１日に契約を締結しまし

てから本年１２月３１日までとなっております。 

 次のページに行っていただきまして、（３）ですけれども、受託事業者は富士通株式会社

でございます。 

 （４）の今回報告する評価期間につきましては、平成３０年１月１日から１２月３１日

までの１年間を対象としております。 
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 （５）の受託者決定の経緯ですけれども、平成２９年８月に総合評価落札方式による一

般競争入札を実施する旨を公告した後に入札説明会を４回開催しておりまして、入札説明

会には計７者の参加がございました。その後２者から提案書の提出があり、企画プレゼン

テーションを経て総合評価の結果、落札事業者を決定しております。 

 続きまして、２の確保されるべきサービスの質の達成状況及び評価について説明いたし

ます。評価事項としましては、大きくヘルプデスクの対応状況と主要サービスの稼働率と

いう事項を設定しております。 

 まず（１）のヘルプデスクの対応状況として①のインシデント管理でございますけれど

も、ここでのインシデントとは金融庁ネットワークシステムの利用者がやりたいことがで

きるようになることということでして、職員からの問い合わせ対応を指しております。そ

の１次回答率が９８％以上であることがこの項目の測定指標となっておりますけれども、

９８.９％を達成しております。 

 ②のクレーム処理については、ヘルプデスク業務に対するクレームが１２カ月間で５件

以内であることが測定指標となっておりますけれども、実施期間中の実績は５件以内の２

件となっております。 

 ③のセキュリティ上の重大障害検査につきましては、個人情報、施設等に関する情報、

その他知り得た情報を漏えいした件数がゼロ件であることが測定指標となっておりますけ

れども、本事業の履行に関して情報漏えいは発生しておりません。 

 ３ページに移りまして④の重大障害発生件数につきましても、重大障害発生件数ゼロ件

という測定目標を達成しております。 

 （２）の主要サービスの稼働率でございます。①のシステムの稼働率は９５.８２％以上

という測定指標に対して１００％。②の障害通知時間は障害の発生から１時間以内に金融

庁担当者に第一報を入れるという測定指標に対して平均で０.４時間、全て１時間以内に第

一報を行っております。③のシステム障害回復時間につきましてはサービス停止を伴うよ

うな障害は発生しておらず、④のサーバー内データの定時アップにつきましては実施期間

中において１００％取得されており、指標の目標を達成しております。⑤のウイルス情報

の把握につきましては、職員のパソコンがウイルスに感染したことを検知した場合には、

全て１時間以内にウイルスの詳細を特定して報告しております。 

 ページをおめくりいただきまして⑥のウイルス定義ファイルの更新につきましても、毎

日定時に確認を実施しております。 
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 以上、合計１０の評価項目につきましてはいずれも基準を満たす実績でございました。

これらの状況につきましては月次で受託事業者からも報告を受けておりまして、運用管理

業務の実施状況は適切であると判断しております。 

 次に３の実施経費の状況と評価についてご説明いたします。（１）ですけれども、本事業

の実施経費は税抜きで１年当たり７,０００万円でございます。（２）の市場化テスト実施

前経費との比較では、単年度換算で約１,１００万円、率では約１３.５％の削減となって

おりますので、コスト面で効果があったと評価できると考えております。 

 ４の民間事業者からの改善提案による改善実施事項等でございます。（１）ですけれども、

先ほど２ページのヘルプデスクのインシデント管理のところで１次回答率についてご説明

いたしましたが、この１次回答率の定義については、仕様書で示した「職員からの問い合

わせに対して回答できる質問は即時回答する」というものから、「ヘルプデスク内で問題を

完了した割合」に変更して事業者から報告を受けております。これまで５年以上１００％

を維持していた１次回答率は９８.９％に低下しましたけれども、ヘルプデスクで受けつけ

た問い合わせのうち何件が２次サポートや金融庁の情報システム担当部署にエスカレーシ

ョンされたかを月次で報告を受けることにより、それらが文書で把握可能となり、課題に

ついて改善を図ったりすることでサービスの品質の向上につながっていると考えておりま

す。 

 ページをおめくりいただきまして、（２）につきましては利用者からの問い合わせを蓄

積・管理できるツールを導入し、対応事例をデータベース化しております。これにより同

様の問い合わせに対する速やかな検索や参照が可能となり、業務効率化の一助になってい

ると考えております。次に出てきますヘルプデスク利用者満足度調査を実施した際にも、

このデータベースを活用してアンケート対象者を抽出し、回答の依頼を行っております。 

 ５の全体的な評価につきましては、先ほど２ページ以降で説明した内容の繰り返しにな

りますけれども、ヘルプデスクの対応状況、主要サービスの稼働率等のいずれも達成して

いるという結果でございます。 

 そこになかった内容としましては、ヘルプデスクの対応状況に関しまして昨年１１月に

ヘルプデスクの利用者に対して満足度調査を実施しております。６ページの後ろに別紙と

して詳細を載せておりますけれども、平成３０年４月から９月末までにヘルプデスクを利

用した２８９名から回答を得た結果、基準スコアである７５点を大きく上回る平均８９.

２点という結果が得られております。以上から実施要項において設定したサービスの質は
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確保されており、目標を達成していると評価しております。 

 最後に今後の事業についてご説明いたします。（１）の事業の実施状況に５つの観点がご

ざいますけれども、これらはいずれの観点も目標を達成しております。ページをおめくり

いただきまして、前回の評価実施時には未達成であった③の競争性の確保につきましても、

平成２９年１１月の競争入札においては２者の応札がございまして改善できており、実施

経費の削減にもつながっております。 

 （２）に移りまして次期事業の実施でございます。本事業につきましては、入札公告期

間の延長や事業者間の引き継ぎ期間の延長といった競争環境の整備を行い、複数者の応札

があるなど総合的に判断して良好な結果が得られているものと考えております。このこと

から次期事業においては終了プロセスに移行した上で、これまでに民間競争入札のプロセ

スを通じて進めてきた事項を踏まえた上で、みずから公共サービスの質の維持・向上、及

び経費削減に取り組んでいきたいと考えております。説明は以上でございます。 

○井熊主査 ありがとうございました。続きまして同事業の評価（案）につきまして総務

省より説明をお願いします。説明は５分程度でお願いいたします。 

○事務局 資料Ｃ－１、金融庁ネットワークシステムの運用管理業務の評価について、こ

ちらの資料に沿ってご説明申し上げます。事業の概要等につきましては、ただいま金融庁

からご説明がございましたので割愛いたします。 

 評価の概要ですが、終了プロセスに移行することが適当であると考えております。１枚

おめくりください。 

 対象公共サービスの実施内容に関する評価ですが、確保されるべき質の達成状況につき

ましては、こちらに記載のとおりですが、全て適切に履行されております。実施経費につ

きましては従来経費と比較して約１３.５％削減されており、経費削減が達成されておりま

す。 

 次のページです。評価のまとめですが、確保されるべき達成目標として設定された質に

ついては全て目標を達成していると評価できます。実施経費につきましても、年間当たり

ですが、１,０９４万８４０円、約１３.５％削減されており、公共サービスの質の維持向

上とあわせて経費の削減の双方の実現が達成されたものと評価できます。 

 今後の方針ですが、業務改善命令、法令違反行為等もなく、金融庁に設置している金融

庁契約監視委員会において事業実施状況のチェックを受ける予定でございます。入札にお

いても２者の応札であり競争性が確保されておりました。確保されるべき公共サービスの
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質において全ての目標を達成しております。従来経費からの削減率１３.５％と、経費削減

についても効果が上がっております。 

 以上のことから今期をもって市場化テストを終了することが適当であると考えておりま

す。市場化テスト終了後の事業実施については、金融庁がみずから公共サービスの質の維

持・向上及びコストの削減を図っていくことを求めたいと考えております。以上です。 

○井熊主査 ありがとうございます。それではただいまご説明いただきました事業の実施

状況及び評価についてご質問・ご意見のある委員はご発言願います。いかがでしょうか。 

○大山専門委員 説明ありがとうございました。内容についてはこれで結構だと思ってい

るんですが、卒業なさっていくということなので１つだけ確認を、あるいはお考えをお聞

きしたいと思います。というのは、職員の方のＰＣには感染していると書かれていました

が、これに対する対応はどのようになさったんでしょうか。あるいはこの先はどのように

対応しようとしているのか教えていただけますでしょうか。 

○窪田課長補佐 お答えいたします。全て感染といいますか、金融庁の場合は検知した場

合は全て……。 

○大山専門委員 感染？ 

○窪田課長補佐 感染ももちろんございますけれども、検知または感染した場合はサポー

トデスクでそこを検知しますので、まず職員に抜線をさせてパソコンを回収するようにし

ております。その上でウイルスチェックを行いまして、実際に感染しているということで

あれば対処しますし、基本的にはパソコンの交換で対応しているところでございます。 

○大山専門委員 原因が何だったかということについてはわかっていらっしゃるんですか。

受託事業者がよくやっているという評価はいいんだけれども、そもそもそういうことを避

けていく話が必要だと思うので、感染の経路みたいな話はおわかりになっていらっしゃる

んですか。 

○窪田課長補佐 感染の経路も、まずは職員からのヒアリングを行いまして、あとはログ

なんかも見て、そうだったというのは確認しております。 

○大山専門委員 避けようがなかったみたいな話ですか。不注意でやってしまったのか、

いろいろなケースがあるんですけれども、一般的には不注意のほうが多いかなと思うんで

すけれども、この場合はどういうものかわからないので、細かくそこまでは言わなくても

結構ですけれども、そういう対策について、さっきの線を抜くのはもちろんなんだけれど

も、普通のウイルスだったら抜く前に広がってしまうのがよくあるパターンだし、その辺
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が不安に思ったことはあるので、ぜひ、どういうことかというのを。 

○窪田課長補佐 やはり注意をしていれば防げたようなものも多いと思っていまして。 

○大山専門委員 そういうことだよね。 

○窪田課長補佐 ＵＲＬとかクリックしてしまったということについては、セキュリティ

教育を今後も継続して続けていく必要があるんだろうと考えております。 

○大山専門委員 はい。 

○井熊主査 ほかはいかがですか。 

○梅木副主査 ご説明どうもありがとうございました。いろいろな工夫をされて競争性が

高まったということですばらしいなと思います。実際に２者応札がありましてとお伺いし

ていますけれども、説明会に参加したところは７者あったわけで、その入札不参加に対す

るヒアリングの結果は人員の確保が困難で実施体制が組めなかったとあるんですけれども、

実際に何者ぐらいにヒアリングをされた結果なんでしょうか。 

○窪田課長補佐 入札の説明会に参加いただいた事業者さんには、その後にお話を伺いし

ております。 

○梅木副主査 そうですか。 

○窪田課長補佐 ただやはり、我々も積極的にお声がけをして、どちらかというとここま

で金融庁の方が声をかけるなら出ましょうかといったようなニュアンスの事業者もおられ

ましたでしょうし、もし条件が合うならば参加していただけたんじゃないかという事業者

もほかにおられましたので、そこにはやはり温度差があったんじゃないかとは思っており

ます。 

○梅木副主査 ありがとうございました。今回終了プロセスになりますが、今後のことも

ありますので、説明会に来たんだけれども応札しなかったところには、理由を継続してヒ

アリングしていかれるのがよろしいかなと思います。 

○窪田課長補佐 はい。 

○梅木副主査 どうもありがとうございます。 

○井熊主査 ほかはいかがですか。これは、結果はご説明のとおりかなと思うんですが、

第１期に比べてもコストが大幅に下がっているんですね。既存の事業者もかなり競争意識

を持って臨んだのかなということがうかがえます。そういった意味でこれまでの取り組み

が効果があったということなんですが、第１期と第２期、いろいろなことをやられている

んですけれども、第１期は５者が説明会に来たんだけれども富士通以外は応札しなかった。
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２期目は応札したんですけれども、この違いで改善点で一番効果があったものは何だとお

考えですか。 

○窪田課長補佐 先ほどとの重複もあるんですけれども、入札が終わった後に事業者にヒ

アリングを行っておりまして、その中でまずは仕様書を確認して、これまで既存業者のほ

うが経験があるというのはもちろんですけれども、そこを除けば現行事業者に明らかに有

利なものはないんだろうと判断したということですとか、あと秘密保持契約を締結した後

にはなるんですけれども、資料の閲覧要望には可能な限りこちらで対応しております。で

すので仕様書だとか説明などでわからなかったところとか、そういった懸念などが資料閲

覧の中で払拭できたという話をお伺いしております。 

○井熊主査 ありがとうございます。ほかにご意見とかご質問ありますか。ないようです

ので、それでは本事業の評価（案）の審議につきましてはこれまでとさせていただきます。

事務局から何か確認すべき事項はありますか。 

○事務局 特にございません。 

○井熊主査 今回競争が成立したといっても２者ですし、同一事業者がずっと受託してい

る状況は変わらないので、この入札に対する緊張感が維持できるような形でぜひ継続して

いただければなと考えております。それでは、本案件につきましては終了プロセスに移行

するということで監理委員会に報告をしていきたいと思います。どうもありがとうござい

ました。 

（金融庁退室、（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構入室） 

○井熊主査 それでは国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の情報基盤

サービス業務の事業評価（案）についての審議を始めたいと思います。最初に、事業の実

施状況につきまして同機構システム業務部大江部長よりご説明をお願いいたします。なお

説明は１０分程度でお願いいたします。 

○大江部長 ただいまご紹介いただきました新エネルギー・産業技術総合開発機構システ

ム業務部長の大江と申します。本日ご審議いただきます情報基盤サービス業務でございま

すけれども、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律に基づき、民間競争入札

により事業者を選定し、平成２７年４月から平成３２年１０月末の予定で実施している事

業でございます。役職員約１,０００名が日常業務に必要な基盤システムに係る各種機能、

具体的には電子メールですとか、グループウエア、ユニファイドコミュニケーション、シ

ンクライアントＰＣ、ファイルストレージ、複合機等でございますけれども、それに加え
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て強固なセキュリティ対策や運用・保守サービスも含め一括してサービス提供という形で

調達しているものですが、実施状況の詳細につきましては担当の安藤からご説明いたしま

す。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

○安藤統括主幹 ＮＥＤＯの安藤と申します。どうぞよろしくお願いいたします。それで

は資料に基づきましてご説明いたします。 

 まず１の事業概要でございますが、今大江から概略を申し上げましたので、その部分に

つきましては省略いたします。それから契約期間でございますけれども、平成２７年４月

１日から平成３２年１０月３１日を予定してございます。構築期間が平成２７年４月１日

から同年１０月３１日まで約７カ月ございました。それからサービス提供につきましては

同年１１月１日から始まってございます。 

 受託事業者につきましては日立製作所でございます。それから今回の実施状況の評価期

間でございますけれども、サービス提供期間であります平成２７年１１月１日から平成３

０年１０月３１日までの期間でございます。 

 受託事業者の決定の経緯でございますけれども、平成２６年１２月に入札説明会におき

まして２２者の参加がございました。平成２７年２月に提案書等の提出期限までに３者か

ら提案がございまして、３者の提案書について審査いたしましたところ全ての指標を満た

していることを確認いたしまして、平成２７年３月に開札いたしまして、３者とも予定価

格の範囲内でありまして、総合評価方式で日立製作所が落札したという経緯でございます。

その後、民間競争入札手続にのっとりまして平成２７年３月３０日付で契約書を締結して

ございます。 

 引き続きまして確保されるべきサービスの質の達成状況及び評価でございます。まず評

価事項につきましてはアとしまして、ＳＬＡの基準値達成状況でございますけれども、こ

れにつきましては月次報告書にて調達仕様書に示す主要サービスのＳＬＡの評価基準を上

回っていることを確認しておりまして、サービスの質は確保されていると考えております。 

 イとしましてサービスデスクの利用者アンケートの調査結果でございます。アンケート

調査は３年間の平均スコアが７６.９点でございまして、標準スコアを維持しているために

サービスの質は確保されていると考えてございます。なお平均スコアは毎年度上昇してお

りまして、３年目は８０.３点ということでサービスの質は向上していると考えてございま

す。 

 ウとしましてサービスの稼働率でございます。これにつきましても月次報告書にてＳＬ
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Ａに示す主要サービスの稼働率を上回っていることを確認しておりまして、サービスの質

は確保されていると考えております。 

 エのセキュリティ上の重大障害件数でございますが、これにつきましても本業務に起因

した個人情報等の流出等により業務に多大な支障が生じるようなセキュリティの重大障害

の件数はゼロ件でございまして、サービスの質は確保されていると考えてございます。 

 最後にオのシステムの重大障害件数ということで、これにつきましても長期間にわたり

まして正常に稼動できない事態・状況もしくは保有するデータの喪失等により業務に多大

な支障が生じるような重大障害の件数はゼロでございまして、サービスの質は確保されて

いると考えてございます。 

 ３、実施経費の状況及び評価でございます。本事業に係る契約金額につきましては、契

約締結後にセキュリティ監視機器の新規導入に伴うネットワークの変更や保守サービスの

追加、またマルウエア対策サービスの強化等によりまして変更されてございます。当初契

約額につきましては２６億１,５００万円でございまして、変更後の契約につきましては３

０億６,０４９万円でございます。全て税抜きの金額でございます。 

 （１）、実施経費でございますが、今回平成２７年４月から平成３０年１０月末まで、サ

ービス提供期間は平成２７年１１月１日からですけれども、実施経費としましては２０億

６０３万円でございます。それを１２カ月換算にいたしますと６億１,６５４万円でござい

ました。さらに１ユーザ１２カ月当たりに換算いたしますと６１万８,３９７円でございま

す。 

 次に、（２）の市場化テスト導入前の実施経費でございます。市場化テスト導入前といい

ますのは平成２２年１１月１日から平成２７年１０月３１日までの期間でございます。こ

れにつきましては、実施経費が２８億２７万円。それを１２カ月換算にいたしますと５億

６,００５万円。さらに１ユーザ１２カ月換算にいたしますと６３万８,６０３円という数

字になってございます。 

 （３）は削減効果を比較してございます。単純比較をいたしますと、実施経費でいきま

すと５,６４８万円の増になってございます。率で申しますと１０.１％の増でございます。

ただし今回、セキュリティ対策強化に資するための振る舞い検知ですとか、常駐監視によ

る出口対策強化のための経費が含まれているものでございます。 

 ユーザ数に応じた比較でございますけれども、実施経費の削減はマイナス２万２０６円、

削減率でいいますとマイナス３.２％ということで、１ユーザ当たりですと経費が削減され
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ていることが見てとれます。 

 （４）、評価でございますけれども、市場化テスト導入前と比較した場合に、セキュリテ

ィ対策強化を行ったにもかかわらず１ユーザ１２カ月換算では２万２０６円、３.２％の削

減効果があったものと見ております。 

 続きまして民間事業者からの改善提案による改善実施事項等ということで６点ほど述べ

させていただきます。 

 １点目でございますけれども、重要課題解決タスクフォースを立ち上げまして検討と改

善をいたしました。運用開始から３カ月後にこのタスクフォースを立ち上げまして、ＶＤ

Ｉ（仮想デスクトップインフラ）環境の性能改善ですとか、海外事務所からのアクセス改

善について５カ月間検討いたしました。これによりましてＶＤＩ環境での切断事象ですと

か、動作遅延が減少したとか、海外事務所のＰＣから国内のデータセンターのデータドラ

イブに直接アクセスできるようになったということを改善しております。 

 ２点目はペーパーレス化の促進でございます。機構のペーパーレス化を促進するために

啓発ポスターを作成して複合機近くに掲示することと、利用状況の見える化を行っており

ます。これによりまして印刷枚数を、本サービス導入前と比較して１年次で２０６万件、

２５％削減できました。さらに翌年次につきましては１６３万枚、２６％削減してコスト

削減が図られたというものでございます。 

 ３点目ですけれども、情報基盤サービスサイトの充実。ユーザが効率的に情報を共有す

るための情報基盤サービスサイトを設けておりますけれども、そこにＦＡＱページを新設

いたしまして、これによりまして例えばスマートフォンの利用方法ですとか各種の申請方

法など、いちいち電話で問い合わせなくてもここを見ることによって問題が解決できるよ

うになりまして、サービスの利便性の向上を図ったということでございます。 

 ４点目としましてはマニュアルの整備ということで、ユーザが理解しやすいようにポイ

ントをまとめたクイックマニュアルを整備してサービスサイトに掲載してございます。こ

れによりましてノートＰＣのトラブル時の対処方法ですとか、煩雑なウエブ会議システム

の接続方法などをわかりやすく示しておりまして、サービスの利便性向上を図ってござい

ます。 

 ５点目でございますけれども、テレワーク用のリモートアクセスのためのセキュリティ

強化でございます。テレワーク等でシンクライアントＰＣを機構外に持ち出すことを考慮

いたしまして二要素認証システムを導入いたしました。これによりまして情報セキュリテ
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ィ対策のさらなる強化を図っております。 

 最後でございますが、６点目としまして、システムログ分析によるサービスの見える化

ということで、システムログを用いてデータを分析してサービスの利用状況を明らかにし

た上で、データ分析結果に基づく改善案を業者から年に１回受けるということを始めてご

ざいます。その結果、例えば個人ＰＣから機構のネットワークにセキュアにアクセスする

ソフトウエアを全員に配っておりますけれども、それを申請制に切りかえることによって

ライセンス数の増加を抑えるというサービスの効率化を図ってございます。 

 次に全体的な評価ということで、本事業につきましてはサービスデスクの利用者に対す

る満足度アンケートを実施した結果、標準スコアを上回る７６.９点に達しており、また毎

年スコアが上昇していることから利用者から一定の評価を得ていると考えてございます。

また、月次報告会にて毎月運用状況を確認した結果、本業務に起因する個人情報等の流出

による、業務に多大な支障が生じるようなセキュリティ上のインシデント、あるいは長期

にわたり正常に稼動できない事態、もしくは保有するデータの喪失等により業務に多大な

支障が生じるような重大障害は発生していないということで、運用業務の効率化と品質の

向上並びに円滑化を図るために締結したＳＬＡ基準を主要サービスが満たしているという

ことでございまして、このようなことからサービスの質が確保されており、情報基盤サー

ビスの確実な実施及びシステム利用者への安定的なサービスの提供に資するという目的を

達成していると評価してございます。 

 ６、今後の方針でございますけれども、今回市場化テストは初めての導入でございまし

たが、事業全体を通じた実施状況でございますが、まず１としましては、実施期間中に民

間業者が業務改善指示等を受けた事実、業務に係る法令違反行為等を行った事案はござい

ません。２としまして、実施状況については外部の有識者のチェックを受ける委員会等を

設けることを予定してございます。３としましては、本事業入札においては３者からの応

札がありまして競争性も確保されている。４としましては対象公共サービスの確保される

べき質に係る達成目標について目標を達成してございます。５の経費につきましては、今

回はセキュリティ対策強化に資するための振る舞い検知や常駐監視による出口対策を強化

したにもかかわらず、市場化テスト実施前と比較して１ユーザ当たり３.２％の経費削減効

果がございました。 

 （２）、次期事業の実施でございますけれども、以上のことから本事業については総合的

に判断すると良好な実施結果を得られていることから、次期事業においては終了プロセス
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に移行した上でみずから公共サービスの質の維持と経費削減を図っていきたいと考えてご

ざいます。説明は以上でございます。 

○井熊主査 ありがとうございます。続きまして同事業の評価（案）につきまして総務省

より説明をお願いします。説明は５分程度でお願いします。 

○事務局 本事業に係る評価（案）につきまして資料Ｄ－１に基づいてご説明いたします。 

 事業の概要につきましては、先ほど機構から説明がありましたので詳細は割愛いたしま

す。今期の入札においては３者が応札しており、落札者は日立製作所でした。評価の結論

としましては、競争性の確保、サービスの質の確保、実施経費において削減効果が認めら

れることから終了プロセスに移行することが適当であると考えております。以下、検討結

果を報告いたします。 

 当方では、機構から提出されました本事業の実施状況に基づきサービスの質の確保、実

施経費等について以下のとおり検討を行いました。まず確保されるべき質については、業

務が適切に実施され、評価項目について基準を満たしており、サービスの質は確保されて

おります。また民間事業者からの改善提案についても複数の提案が行われ、課題の早期解

決や利便性向上などにつながったと機構においても評価しているところであります。 

 次に実施経費につきましては、市場化テスト実施前の従前経費と市場化テスト１期目の

今期の実施経費を単年換算で比較しますと、今期においてはセキュリティ対策が強化され

ていることもあり、実施経費が１０.１％増加となっております。しかしながら今期事業と

市場化テスト導入前の事業ではユーザ規模が異なっており、１ユーザ当たりの単年換算を

比べると３.２％削減で、業務の効率化が行われていると認められます。 

 今後の方針でございますが、事業の期間中に民間事業者が業務改善指示等を受けたり業

務に係る法令違反行為等がなかったこと、実施状況について外部有識者のチェックを受け

る仕組みを設ける予定であること、入札に当たって３者の応札があり競争性が確保されて

いたこと、対象公共サービスの確保されるべき質に係る達成目標について目標を達成して

いたこと、経費において市場化テスト実施前と比較して１ユーザ当たり単年換算で３.２％

の削減効果があったこと、以上のことから本事業については市場化テスト終了プロセス及

び新プロセス運用に関する指針Ⅱ.１.（１）の基準を満たしており、今期をもって市場化

テストを終了することが適当であると考えます。市場化テスト終了後の事業実施について

は、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律の対象から外れることとなるもの

の、これまでの官民競争入札等監理委員会における審議を通じて厳しくチェックされてき
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た公共サービスの質、実施期間、入札参加資格、入札手続き及び情報開示に関する事項等

を踏まえた上で機構がみずから公共サービスの質の維持、向上及びコストの削減を図って

いくことを求めたいと考えております。当方から説明は以上です。 

○井熊主査 ありがとうございました。それではただいまのご説明につきましてご質問・

ご意見のある委員はご発言いただきます。よろしくお願いします。いかがですか。 

○大山専門委員 いいと思いますよ。 

○井熊主査 いいですか。どうぞ。 

○関野副主査 結果としては大変よかったと思うんですけれども、これは関係ないかもし

れないですけれども、テレワーク用のリモートアクセスのためのセキュリティ強化をしま

したと書いてあるんですが、機構さんの場合は海外の拠点もあるので、海外においてもテ

レワークができる、在宅勤務ができる設定になっているのか、今後もあるでしょうから確

認だけしたいと思います。 

○大江部長 テレワークですけれども、海外の拠点は対象に入っておらず国内だけが対象

になります。昨年４月から開始しております。 

○関野副主査 今後もまだ考えてはいらっしゃらないということですか。 

○大江部長 今後検討はされていくと思いますけれども、ここ数カ月の間に海外の拠点へ

展開するという話にはなってございません。 

○関野副主査 もう１つ、その下に個人所有のパソコンからアクセスすることが可能です

と書いてありますが、そこも国内だけということでよろしいんですか。 

○大江部長 その部分は海外も含めて、カチャットデスクトップというものを使ってそれ

でセキュアなアクセスをする仕組みを設けております。 

○関野副主査 ここの中の効果のところでセキュリティのところはあると思うんですけれ

ども、過去５年間でよろしいんですけれども、今まで個人のＰＣがウイルスに感染したと

いうことは履歴としてはないんですか。 

○大江部長 セキュリティインシデントという意味合いではないのですが、個別に見てい

きますと、年に２件とか３件ぐらいですけれども、マルウエアの感染を検知をして拡散を

防いだというケースはございます。最近のケースでは仮想通貨のマイニングをするような

ものに誘導するマルウエアがあると思いますが、その手のもので事例はございます。すぐ

に検知してブロックしていますので、セキュリティインシデントには至っておりません。 

○関野副主査 ありがとうございました。 
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○井熊主査 これ、結果はいいと思うんですけれども、経費の比較のところで、「振る舞い

検知や常駐監視など出口対策を強化したにもかかわらず」と書いてありますが、この強化

したコストを差し引いた比較はできないんですか。 

○安藤統括主幹 契約変更したものにつきましてはそれを差し引くことはできると思うん

ですけれども、最初から組み込んでおりますので、トータルで二十何億円という契約にな

っているものですから、その詳細というのは、例えばメールサービスが幾らでシンクライ

アントＰＣが幾らでという内訳がないものですから、そこは算出は難しいかなと思ってお

ります。 

○大江部長 補足しますと、セキュリティ対策の中で契約変更という形で後から追加した

ものがございまして、その部分はもちろん引くことはできるのですが、当初の調達の中で

含めていたものもございまして、それは以前の契約と比べてセキュリティ対策の部分の強

化をしているところがございますけれども、一括で調達という形で、それぞれ幾らという

明細がない形での入札になってございますので、その部分を引くことは難しい状況です。 

○井熊主査 １ユーザ何カ月当たりという契約をしているわけではないんですよね。です

ので１ユーザ１２カ月当たりというのはあくまでも１つの評価の指標であって、契約額の

本質的な比較指標ではないわけですよね。書き方の問題なんですけれども、かかわらず１

ユーザ１カ月で見ると削減効果があるという書き方のほうが正しいんですよね。ユーザ１

カ月当たりで、人／月で契約しているわけではないので。 

○大江部長 はい、人／月での契約ではありません。 

○井熊主査 これで見ると削減効果があると評価できるとか、そういう書き方だと思うん

ですよね。総務省のものもそうだと思うんですけれども、削減効果が実現されているとい

う書き方は、書き方としては多分正しくないと思います。このＮＥＤＯさんの書かれてい

る、何々にもかかわらず１ユーザ１２カ月当たりで見ると削減効果が認められるとか、削

減効果があったというのはこれで契約しているみたいなイメージを与えてしまうので、経

費の評価のところは正確な書き方をしてほしいなと思います。 

 ほかはいかがでしょうか。よろしいですか。それでは本事業の評価（案）の審議につき

ましてはこれまでとさせていただきます。事務局から何か確認すべき事項はございますか。 

○事務局 ただ今、主査からご指摘がございました削減効果が実現されている等の記載で

すけれども、こちらについては、認められるなどと後ほど修正させていただきたいと思っ

ております。ほかはございません。 
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○井熊主査 ほかはよろしいですか。それでは本事業の審議を踏まえまして、本件につき

ましては市場化テスト終了プロセスに移行することとして監理委員会に報告したいと思い

ます。本日はどうもありがとうございました。 

○大江部長 ありがとうございました。 

（（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構退室、警察庁入室） 

○井熊主査 それでは警察庁の広域交通管制システムの更新整備及び維持管理業務の事業

評価（案）についての審議を始めたいと思います。最初に事業の実施状況につきまして、

警察庁交通局交通規制課交通管制技術室の岡本室長よりご説明をお願いしたいと思います。

なお説明は１０分程度でお願いいたします。 

○岡本室長 警察庁交通局交通規制課交通管制技術室長の岡本といいます。本日はどうぞ

よろしくお願いいたします。今ご紹介いただきました、警察庁において実施しております

広域交通管制システムの更新整備及び維持管理業務の実施状況につきまして資料５に沿っ

てご説明いたします。 

 本件でございますけれども、平成２３年度から実施しているものであります。１の業務

概要であります。広域交通管制システムにつきましては資料Ｅ－３をあわせてご覧くださ

い。広域交通管制システムとは平成７年に発生した阪神淡路大震災を教訓として、災害時

等に警察庁において人手を介さずに的確な交通情報を収集・把握して大規模災害発生時や

大規模な警備に伴う交通規制に係る都道府県警察間の調整や指導を行うために都道府県警

察に集約した渋滞などの交通情報や、交通流監視カメラ画像を閲覧するためのシステムで

あります。また、道路交通法第１０９条の３に基づき、民間事業者は道路における交通の

混雑の状態を予測する事業又は目的地に達するまでに要する時間を予測する事業を行う場

合に国家公安委員会に届出を行うこととされており、本システムでは民間事業者が行う予

測について都道府県警察が収集する交通情報と比較し、その妥当性を検証する機能も有し

ております。本事業におきましては平成２３年度に広域交通管制システムの新システムの

機器を納入し、平成２４年度からは納入した新システムの設置及び現行システムの撤去工

事を行うとともに、新システムの維持管理業務を平成３３年２月末まで行うこととしたも

のであります。 

 委託業務内容としましては、大きく、機器の納入、設置工事等、維持管理及び運用支援

の４つの業務がございます。契約期間としましては平成２３年１１月２５日から平成３３

年２月２８日までの約９年３カ月であり、受託事業者は沖電気工業株式会社であります。
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委託業務の対象となるシステムの詳細につきましては資料Ｅ－３の２枚目もあわせてご覧

ください。警察庁のほか、各都道府県（方面）警察にサーバを設置しております。 

 資料５の１の（４）をご覧ください。受託事業者の決定でありますが、平成２３年１１

月に入札を実施いたしております。入札説明会の参加者が１９者であり、そのうちの４者

が入札に参加しております。入札参加４者のうち予定価格を下回ったものが３者ございま

して、総合評価落札方式に基づき算出した結果、沖電気工業が最も評価点が高い結果とな

りましたが、落札率が当庁が定める低価格調査の割合を下回ったことから同者に対して当

該契約の内容に適合した履行ができるか聴取を行った結果、履行する能力があると認めら

れたため同者が落札者となっております。 

 平成２３年度から運用している広域交通管制システムは、平成１２年度に整備した広域

交通管制システム及びマルチディスプレイシステム、平成１４年度に整備した交通情報検

証システムを統合したものであります。なお、マルチディスプレイシステムとは、複数の

ディスプレイを組み合わせることにより１つの大きなディスプレイをなすものであり、ま

た、交通情報検証システムとは、先ほどご説明いたしましたとおり民間事業者が行う渋滞

や旅行時間の予測を警察庁において検証するためのシステムであります。 

 次に２、確保されるべき対象業務の質の達成状況及び評価でございます。４つの評価事

項がございまして、それぞれについてご説明いたします。 

 まずは運用者アンケート調査結果でございます。一番最後にある別紙をご覧ください。

納入後約１年となる平成２５年４月に、運用容易性に係る警察庁の運用者を対象としたア

ンケート調査を実施しております。７つの項目に対してアンケートを実施した結果、２つ

の項目について「満足」及び「やや満足」を合わせた回答が７０％を下回りました。７０％

を下回りました「履歴データ及び統計データを照会する操作性」及び「履歴データ及び統

計データの照会に対する回答表示の見やすさ」につきましては、平成２５年度に行われた

改修において改善を図っております。具体的には交通対策において最も重要となる断面交

通量につきまして、これまでは１つの都道府県をその都度選択しなければならなかったも

のを、ボタン１つで都道府県ごとに全国の交通量を１つの表に集計できるようにしました。

また渋滞・旅行時間については、各道路区分ごとに検索するものに加えてボタン１つで都

道府県ごとに全国の渋滞・旅行時間が１つの表に集計できるようにしました。そのほか、

交通情報検証作業において検証結果を表で出力できるようにし、また交通流監視カメラ画

像を静止画で保存できるようにするなどの改修を行っております。 
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 これ以降の障害対応窓口未対応件数、保守員未派遣件数、維持管理の不備に起因したシ

ステムの機能停止等の発生件数につきましては、平成２７年３月下旬及び平成３０年９月

下旬に受託事業者から受けた調査報告におきましていずれもゼロ件となっております。 

 次に３の実施経費の状況及び評価についてであります。実施経費としましては平成２３

年の契約額のほか、これまでに広域交通管制システムにおきまして実施されました改修内

容も含めた額となっております。実施経費は約６億８,０００万円となっており、うち構築

や改修にかかる費用として約５億円、運用管理費として約１億８,０００万円となっており

ます。 

 経費削減効果でありますが、市場化テスト実施前経費につきましては、広域交通管制シ

ステム、マルチディスプレイ及び交通情報検証システムの３つのシステムに係る費用を合

算しております。実施経費の削減額は約１９.５億円、実施前に比べて７４.３％と大幅な

削減率でありました。また、構築及び改修に要した経費、及び運用管理に係る費用の削減

額につきましてもそれぞれ約１４.５億円、約５億円と、削減率にして７４.４％、７４.

０％と大幅な削減率でありました。加えて市場化テスト実施前と市場化テスト実施後では

運用期間が異なりますことから、運用管理に係る単年度経費についても比較しており、そ

れにつきましても年間約５千万円、削減率にして７０.６％と、こちらも大幅な削減率を達

成することができました。 

 評価でございますが、民間競争入札におきまして競争性が大きく働き、先ほどご説明し

たとおり構築費、運用管理経費におきまして大幅な削減率を達成しております。 

 次に４の民間事業者からの改善提案による改善実施事項でございます。（１）に書いてあ

りますが、現在政府のオープンデータ化の流れを受けて、広域交通管制システムに集約さ

れた１カ月間の断面交通量情報などを一般に提供しているところであります。その実現の

ためには１カ月間のデータを抽出する必要がございますが、これまでは５分ごとのデータ

しか抽出できませんでしたが、受託事業者におきまして任意の期間で効率的にデータを抽

出できるようにツールを提供していただきました。また都道府県警察では平成２７年度か

らプローブ情報と呼ばれる車両の走行・挙動履歴を収集しておりますが、そのデータにつ

いても警察庁において集約しております。プローブ情報を分析して交通対策に用いるため、

プローブ情報を効率的に抽出できるツールを新たに導入していただいております。 

 （２）におきましては、ウイルス対策ソフトのパターンファイルを警察職員でも更新で

きるようにするために受託事業者に作業マニュアルを作成していただくとともに、（３）に
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おきましては、警察職員が障害切り分けを容易にできるようにするために通信ログの取得

項目を詳細に出力できるようにしていただいております。また、導入当初ディスク障害が

多発していたことから、ディスクアレイの予備ディスクを１つから４つに増設していただ

いております。 

 次に５の全体的な評価でございます。本事業におきましては、先ほどご説明いたしまし

たとおり４者からの応札がございまして競争性は確保されております。また、対象業務の

質におきましても、アンケート結果が「満足」及び「やや満足」が７０％に達していない

項目が一部ございましたが、その後、システム改修を行い利便性が向上しております。ま

た、障害対応窓口未対応、保守員未派遣、業務管理の不備に起因したシステムの停止機能

等はいずれもございませんでした。今後の実施状況につきましては警察庁会計業務検討会

議においてチェックを受けることとしております。 

 なお、警察庁におきましては、平成３０年６月に実施されました行政事業レビュー公開

プロセスにおきまして、広域交通管制システムと連携して動作するプローブ情報処理シス

テムについて審議が行われまして、民間有識者からは広域交通管制システムとプローブ情

報処理システムとの統合改修や調達に当たっての競争性の確保に向けた工夫をすべきとの

評価を受けております。警察庁におきましては民間有識者からの評価を踏まえ、広域交通

管制システムを更新するに当たりプローブ情報処理システムとの統合を図ることによりシ

ステムの更なるスリム化を図ります。また、更なる競争性を確保するためプログラム調達

とハードウエア調達を分離し、プログラム開発が行えない事業者でもハードウエア調達に

参入できるようにするほか、プログラム調達においては既存業者に有利とならないよう、

２カ年と十分な開発期間を確保することとしております。なお、プログラム調達につきま

しては平成３１年度から平成３２年度の２カ年、ハードウエア調達につきましては平成３

２年度の１カ年で実施する予定としております。 

 最後に６の今後の事業につきましては、総合的に判断いたしまして良好な実施結果が得

られておりますことから、終了プロセスへ移行した上で、自ら対象業務の質の維持と経費

削減を図っていくこととしたいと考えております。以上で説明を終わります。 

○井熊主査 どうもありがとうございました。それでは続きまして同事業の評価（案）に

つきまして総務省より説明をお願いします。なお説明は５分程度でお願いいたします。 

○事務局 資料Ｅ－１、広域交通管制システムの更新整備及び維持管理業務の評価につい

てという資料に沿ってご説明いたします。事業の概要等につきましては、ただいま警察庁
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からご説明がございましたので割愛いたします。 

 評価の概要ですが、終了プロセスに移行することが適当であると考えております。１枚

おめくりください。対象公共サービスの実施内容に関する評価ですが、確保されるべき質

の達成状況につきましては全て適切に履行されております。実施経費ですが、従来経費と

比較して構築については７４.４％、単年度当たりの維持管理経費につきましては７０.

６％削減されており、経費削減が達成されているものでございます。 

 次のページです。評価のまとめですが、確保されるべき達成目標として設定された質に

ついては全て目標を達成していると評価できます。実施経費についても構築に係る経費、

維持管理に係る経費、いずれも削減されており、公共サービスの質の維持向上とあわせて

経費の削減の双方の実現が達成されたものと評価できます。 

 今後の方針ですが、現在実施中の事業をもって市場化テストを終了することが適当であ

ると考えております。市場化テスト終了後の事業実施については警察庁がみずから公共サ

ービスの質の維持向上及びコストの削減を図っていくことを求めたいと考えております。

以上です。 

○井熊主査 ありがとうございます。それではただいまのご説明につきましてご質問・ご

意見のある委員はご発言願います。 

○梅木副主査 ご説明どうもありがとうございます。また４者応札ということで非常に競

争性は高まっているのかなと思います。１点確認させていただきたいんですけれども、今

回実施経費が７０％超とかなり大幅に削減されているところがすごくいいなと思うんです

けれども、これは具体的にどのようにされたのか、何かご存じでしょうか。サービスの内

容・範囲は特に変わらないで、以前と比べるとこれだけ変わったということですか。 

○岡本室長 従前は３つのシステムを個別に契約をしていたものを１つにしましたので、

ダブっていた部分がなくなるという効果が１つあるかと思います。サービスの質について

は、従来の３つのシステムのサービスを全て網羅した新しいシステムにしておりますので、

維持向上になっているので、そこでサービスの質が落ちたということではありません。競

争性が働いたと考えておりまして、先ほど少しご説明しましたけれども、１者は予定価格

よりも低コストに落として落札されておりますので、競争性が働いたという部分もかなり

効果があった一面ではないかと考えております。 

○梅木副主査 ご説明ありがとうございます。 

○井熊主査 ほかにいかがですか。 
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○関野副主査 ちょっと納得できないんですけれども、あまりにも効果があって納得でき

ないとは申しわけないんですけれども、重複していると言ったんですけれども、例えば広

域交通管制システムとマルチディスプレイシステムと、あと交通情報検証システムですか、

どこの部分が一番ダブっていて経費節減になったということなんでしょうか。以前の３つ

のシステムのどこがダブっていたのかわかりますか。 

○齋藤課長補佐 今回マルチディスプレイはディスプレイなので省くんですけれども、交

通情報検証システムと広域交通管制システムで各都道府県でサーバをそれぞれ設置してい

た。それぞれ端末があったということなんですけれども、それがサーバが１つになる、端

末も大幅に減らしたということがございますので、それで機器がものすごく減ったという

ところがあります。 

○関野副主査 つまり前は５１都道府県あって５１サーバが別々にあったと。 

○齋藤課長補佐 はい。 

○関野副主査 それが単に１になったと。 

○齋藤課長補佐 そうです。 

○関野副主査 なるほど。よく理解できました。ありがとうございました。 

○井熊主査 ほかにいかがですか。 

○宮崎専門委員 この評価のところにあえて書いていただいているので確認ですけれども、

次期のプローブ情報システムというのはこれから調達されるんですか。 

○岡本室長 プローブ情報処理システムというのは現在あります。平成２５年度の補正予

算で整備したプローブ情報処理システムというのがありまして、今回の広域交通管制シス

テムの更新とあわせて今現在使っているプローブ情報処理システムの更新を実施する予定

で、少し説明いたしましたけれども、共通する部分がありますので、経費の削減のために

その２つのシステムを一括して調達することを考えております。 

○宮崎専門委員 わかりました。この広域交通管制システムを安く受注すると次のプロー

ブ情報処理システムを入札する上で、一括でやる上で有利不利とかいうのがないように、

同じタイミングで調達されるということですよね。 

○岡本室長 はい。 

○宮崎専門委員 わかりました。 

○井熊主査 ３者が価格内で入っているわけなんですけれども、この落札事業者はほかの

事業者に比べてかなりコスト的に安かったんですか。 
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○岡本室長 今回落札した沖電気工業が、先ほど７億円と言いましたけれども、もう少し

細かく言うと約６億７,０００万円です。 

○井熊主査 ２位と比べるとそんなにぶっちぎっているということでもないんですかね。 

○齋藤課長補佐 多分３者とも頑張ったというのが正直なところだと思います。 

○井熊主査 今回の落札者以外の３者は、今まで３つに分かれていたシステムを受注して

いた会社ないしはグループの会社ですよね。 

○齋藤課長補佐 沖電気工業は違います。 

○井熊主査 沖電気以外は。 

○齋藤課長補佐 そうです。 

○井熊主査 ですから、沖電気はこれを統合したシステムに対してチャレンジャーだった

わけですね。 

○齋藤課長補佐 そうです。 

○井熊主査 チャレンジャーだったから既存の事業者よりも頑張ったという感じで、内容

を見たときにダンピングのようなものは確認できなかったということですね。 

○齋藤課長補佐 はい。 

○井熊主査 わかりました。ほかに何か確認するべき点はございますか。よろしいですか。

それでは本事業の評価（案）の審議はこれまでとさせていただきます。事務局から何か確

認すべき事項はございますか。 

○事務局 特にございません。 

○井熊主査 それでは本事業の審議を踏まえ、本件につきましては市場化テストを終了プ

ロセスに移行することとして監理委員会に報告したいと思います。非常に成果が、よ過ぎ

たということはないんですけれども、よかったということもありまして、次の事業で予定

価格の設定とかで十分ご検討をされてくださいと申し上げたいと思います。では本日はど

うもありがとうございました。 

○岡本室長 どうもありがとうございました。 

（警察庁退室） 

 

―― 了 ―― 


